資料２－３
板橋区災害廃棄物処理計画（素案）について
まず、災害廃棄物処理計画とは、国が定める「廃棄物処理基本方針」の中で、非常災害発生時に備えて、「災害廃棄物処理計画」を都道府県、市区町村のレベルで策定することとし、策定後は、適宜見直しを行うものとしています。
因みに、災害廃棄物は、一般廃棄物に位置づけられ、廃棄物の処理及び清掃に関する法律第６条第１項で、区域内の一般廃棄物処理に関する計画を定めることになっていて、市区町村が処理すべきものなっています。
　それでは、改めて、概要版資料２－１、１ページ、第１章、項番１、計画策定の背景と目的です。本編資料２－２では、３ページからになります。
今後発生が想定される首都直下型地震等の大規模地震や大型化する台風などの被災により排出される災害廃棄物について、発災後適切かつ円滑・迅速に処理するため、災害廃棄物の発生から処理・処分までの流れや、災害時の組織体制及び連携・支援・受援体制、仮置場等の環境保全対策などについて基本的事項を定めることを目的としています。項番２に国、東京都、特別区等の法・方針・計画等との関係を表した、図を掲載しました。
本計画と発災後に策定する板橋区災害廃棄物処理実行計画の関係性です。
発災後は、本計画による初動対応を行ったうえで、災害の規模、被災状況、国の指針、東京都の推進計画等を踏まえ、廃棄物を適正に処理するために必要となる具体的事項を定めた災害廃棄物処理実行計画を策定します。それとここには記載がありませんが、行動するための「マニュアル」を作成します。このマニュアルもある程度の想定のもと、フレキシブルに動けるものにしたいと考えています。
裏面２ページ、項番３、計画の対象とする災害と廃棄物です。
震災は、東京湾北部地震を、水害は、荒川流域の河川氾濫と石神井川及び白子川流域の集中豪雨を想定しています。本編では５ページになります。
なお、（別途頂いたご意見に基づき、）新河岸川の内水氾濫も対象にし、出典も東京都浸水想定区域図の最新の数値に変更する予定です。
廃棄物の種類は、災害廃棄物、家庭ごみ、し尿、事業系一般廃棄物などで、産業廃棄物は、対象外となります。
項番４、被害想定に基づく災害廃棄物発生量です。本編では、１０ページからになります。
災害廃棄物の発生量です。概要版では、震災における特別区の災害廃棄物処理対策ガイドラインを基にした計算式に当てはめた数値を掲載しております。本編では、この他にし尿、家電４品目、水害での廃棄物発生量を記載しています。なお、水害における荒川流域の外水氾濫の発生量については、高層住宅など集合住宅と戸建てとの関係で、現在調整しています。
項番５、各主体の役割です。本編では、１３ページからになります。
板橋区の役割としましては、発生した災害廃棄物の収集運搬、区が設置する仮置場での保管・管理を行い、特別区、清掃一組、清掃協議会は平常時と同様の役割を担い、東京都は技術的支援、広域にわたる各種調整を行います。
また、区民には、災害廃棄物の排出者として、排出段階での分別の徹底などをお願いしていきます。
右側、３ページ、項番６、災害廃棄物処理の基本方針です。本編では、１５ページになります。
ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）の視点も踏まえ、適正処理と再資源化、安全への配慮と迅速な処理、連携体制による共同処理の大きく３つに分類し、９つの方針を定めています。
項番７、災害廃棄物の処理の流れです。本編では、１６頁からになります。
災害廃棄物のがれき、生活ごみ、それと、し尿の発生から処理までの流れと再資源化に関する流れをフロー図で説明しています。
第２章では、平常時（発災前）の災害廃棄物処理対策を定めております。本編では、２１ページから２４ページになります。

平常時の災害廃棄物処理対策として、発災時の組織体制を東京都災害廃棄物処理計画に準じて構築し、庁内関連部署と地域防災計画での分掌事務との連携を示しています。
本編では、３１ページになりますが、区民等への啓発・広報です。災害廃棄物の分別・排出のルール、便乗ごみの排出禁止などを整理するとともに、連絡手段について、想定しました。
次に仮置場ですが、本編では、３２ページからになります。地域防災計画での考え方に基づき、区立公園などを基本に選定の考え方を整理しました。
仮置場の面積ですが、想定する処理年数、１年なのか、１年半なのかによって変わってきます。それらの概算を推計しました。
その他、４３ページから有害性危険性のある廃棄物の取扱い、４６ページに思い出の品・貴重品の扱いについての考え方を整理しました。
第３章、発災時の災害廃棄物処理対策です。本編４９ページからになります。
第３章では、発災時の災害廃棄物処理対策として、初動期⇒応急期⇒復興期と時系列順に分け、それぞれの時期で行うべき対策を示しました。
初動期では、生活環境の悪化を防ぐため、迅速に処理を開始し、応急期では、廃棄物処理量の状況を踏まえて、処理フローの見直しを行います。また、復興期においては、がれきの推計量など、別途策定する実行計画の見直しを行うとともに、仮置場の原状復旧を進めていきます。
第４章、教育・訓練の実施と計画の見直しです。６５ページからになります。
第４章では、教育・訓練の実施と計画の見直しとして、平時の教育訓練と計画の見直しについて記載しております。セミナー、講演会への参加、演習などの教育・訓練の実施を行うことで、廃棄物処理の実効性を高めるとともに、計画についても、国が定める法令や被害想定の修正等の必要に応じて見直しを進めていきます。
今後の予定です。
この後、２月１６日の区民環境委員会（区議会）に報告いたします。
いただきました、ご意見を参考に、３月に最終案を取りまとめ、「エコポリス板橋」推進本部幹事会、推進本部を経て、年度内に計画を策定します。
４月の資源環境審議会に報告し、５月の区民環境委員会でも報告いたします。
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